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第3章

エネルギー助成
―世界的な推計、変動の原因、および核燃料 

サイクルに関するデータの欠落

ダグ・コプロウ

要　旨

　エネルギーへの公的助成は毎年数千億ドルに上り、市場の決定を

環境や社会福祉にとって不利な方向に歪めている。公的助成の改革

が実現すれば財政的にも環境的にも大きな利益がもたらされる一方、

その実現にはいまだ政治的困難がつきまとっている。また国際機関

などが集めたデータは、国際的な助成の面から捉えた各種燃料およ

び各国の現状をも対象とするようになっている。しかしながら、信

用供与、財政支援、天然資源リース、および国有企業（SOE）のそれ

ぞれには、いまだに重大なデータの欠落が存在する。加えて、核燃

料サイクルへの公的助成に関するデータはとりわけ乏しく、世界的

な推計は存在せず、国別の推計もごくわずかである。にもかかわら

ず、新規原子力発電所への投資額は2050年までに4兆4千億ドルに

上る見通しであり、その大半は政府が保証を行なうものと見込まれ

ている。さらに、核燃料サイクルの大半には政府が深く関わること

になる。これらの隠れた公的助成は、その他の代替手段を用いるこ

とで同じエネルギー事業をより低リスクかつ低コストで迅速に展開

できるにもかかわらず、原子力発電所および関連インフラの整備、

そして原子力による発電能力の増強を世界中で促しているのである。
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はじめに

　年間数千億ドルに上るエネルギーへの公的助成がよりクリーンなエネルギーへ

の移行を遅らせ、限られた公的資金を保健や教育などの社会政策から奪い取って

いる。こうした公的助成、とりわけ化石燃料部門に対する助成の改革は、気候変

動への対処に不可欠な戦略として広く受け入れられている。助成改革による財政

面・環境面の利益が広く認識されている今、データの収集対象と分析範囲も拡大

している。これは大きな進歩であるものの、助成改革は今なお政治的に困難であ

り、その速度も緩慢である。

　現在の助成受益者が改革の動きに抗おうと巨額の投資を続ける一方、公的助成

に関するデータの欠落はそうした投資行動に対する効果的な対抗策を妨げている。

世界的な公的助成の各推計値は大きく異なっているが、第1の要因は評価の違い

である。また対象とする地域の差異、補助金プログラムの性質、そして評価対象

となる燃料の種類も、違いを生み出す原因となっている。このうち地域の差異で

言えば、再生可能エネルギーや化石燃料よりも核燃料サイクルにおいて格差が甚

だしく、各燃料の比較を不可能にしている。また全ての部門において業界が行な

っている推計は、政策論争を低調なものにし、かつ複雑なものに歪めがちである。

　不完全なデータは今後何年にもわたって課題であり続けることが予想されるも

のの、それによって改革の遅れが正当化されるわけではない。広い分野で定義や

評価に関する同意がなされており、国際機関による低い見積もりさえも、深刻な

副作用を伴う大規模な問題が存在していることを指し示している。国際エネルギ

ー機関（IEA）が35ヵ国以上を対象として2011年に実施した化石燃料関連の公的

助成に関する調査の結果（IEA 2012）、およそ半数の国々で公的保健よりも化石

燃料助成の方に多額の予算が注ぎ込まれていることが判明した（Koplow 2015b）。

　先進国では再生可能エネルギーへの公的助成に対する注目が高まりつつあるも

のの、石油、ガス、石炭、原子力といった従来型燃料に対する助成のほうが確固

たる地位を築いており、一般的に金額も大きい。アメリカの石油・ガス産業では

1世紀近く前から減耗控除という形で税金の減免が認められており、1950年代に
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は原子炉の事故賠償上限額が設定されている。助成金は非効率で環境面で劣る石

炭火力発電所の寿命延長にも支払われており、また原子力発電の真のコストを覆

い隠すことで、原発を扱ったことのない国々への原子炉輸出を促進する一助とな

っている。また石油採掘業への公的助成は、採算が取れない採掘現場の多くを黒

字に転換させ、本来であれば必要のない数十年に及ぶ新たな炭素エネルギーの時

代を生み出した（Erickson et al. 2017）。低リスクかつよりクリーンなエネルギー

の選択を市場参加者に促したであろう重要な価格シグナルはすでに失われている。

　本章ではまず、エネルギー助成の各種形態とその集計方法、その他の社会的支

出を阻害している度合い、そして世界的な規模を簡単に紹介する。また原子力に

関する助成のデータ不足を理解する第一歩として、原子力を助成するにあたり世

界中で広く用いられている各種の方法について述べるものとする。

エネルギー助成とは何か

　助成金は政府から個人または企業に現金を支払う最も一般的な方法であると考

えられる。しかしそう単純であることは稀で、特定のエネルギー形態に価値を移

転しリスクを軽減するにあたっては、気の遠くなるような一連のメカニズムが展

開される（表3-1参照）。そうしたメカニズムには、税金の軽減、公的な信用供与

表3-1　政府によるエネルギー部門への価値移転の様々な方法

政府による
介入の種類 説明

世界的推計において捕捉可能か？
目録アプローチ 価格差アプローチ

資金の直接移転
直接的な資金投
入

エネルギー関連分野への直接的な
予算割り当て

捕捉可能 恐らく捕捉可能
（注2）

研究開発 エネルギー関連の研究開発に対す
る政府の全額・部分的出資

捕捉可能 恐らく捕捉可能
（注2）

課税を通じた価値移転
租税公課（注1） 生産および消費を含むエネルギー

関連活動への特別な課税、および
税の減免（加速償却の適用など）

報告通りに捕捉 恐らく捕捉可能
（注2）
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政府による
介入の種類 説明

世界的推計において捕捉可能か？
目録アプローチ 価格差アプローチ

その他の政府収入を通じた価値移転
アクセス権
（注1）

国内のオンショアおよびオフショ
ア資源へのアクセス条件に関わる
政策（リース権のオークション、特許
使用料、共同生産の取り決めなど）

捕捉不可能 恐らく捕捉可能
（注2）

情報 本来であれば民間の市場参加者が
購入しなければならない市場関連
情報の提供

捕捉可能 捕捉不可能

リスクの政府への移転
資金貸付および
信用供与

エネルギー関連活動に対し、市場
より有利な条件で貸付および保証
を行なう

捕捉不可能 捕捉不可能

国有化（注1） エネルギー企業もしくは支援事業
機関の全部ないし大部分を国有化
すること；燃料サイクルの危険ま
たは高額な部分（核廃棄物処分、石
油安全保障、および貯蔵など）で行
なわれることが多い

捕捉不可能 恐らく捕捉可能
（注2）

リスク移転 保険ないし賠償を、市場の水準を
下回る価格で政府が提供すること

捕捉不可能 捕捉不可能

価値移転の促進
部門間の公的助
成（注1）

他の顧客ないし地域の負担を重く
することによって、特定の顧客な
いし地域のコストを減少させる政
策

部分的に捕捉可能 恐らく捕捉可能
（注2）

輸出入制限
（注1）

エネルギー製品およびサービスの
市場を通じた国家間の自由な流れ
に制限を設けること

部分的に捕捉可能 捕捉可能

価格操作（注2） エネルギーの小売および卸料金を
直接規制すること

一部は捕捉可能 捕捉可能

購入命令（注1） 他の選択肢が経済的により魅力的
か否かにかかわらず、国内産石炭
といった特定のエネルギー製品を
強制的に購入させること

捕捉不可能 捕捉可能
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ならびに保証、輸入制限、価格操作、そして購入命令などが挙げられる。全ての

公的助成がどんな状況にも適合するわけではないが、現金の授受だけに注目して

しまうと、この問題の複雑さと大きさを過小評価することになる。同様に、ある

エネルギーにとっては重要だが他のエネルギーにとってはそうでもないという種

類の助成が存在するため、結果が歪められるのを避けるためにも完全な調査が必

要となる。

エネルギー生産者からリスクを移転させる数多くの助成金

　大まかに言って市場とは、投資家、生産者、消費者の間でリスクと報酬をどの

ように分配するかを決める場所である。公的助成の中には特定の集団の利益を直

接増やすものもあるが、一般的に言えば、特定の活動や投資におけるリスクと報

酬の構造を変化させることで、間接的に機能するものである。どちらのアプロー

政府による
介入の種類 説明

世界的推計において捕捉可能か？
目録アプローチ 価格差アプローチ

規制（注1） エネルギー市場参加者の権利およ
び義務を大きく変える、あるいは
そうした変化から特定の参加者を
除外するために政府が設ける規
制；規制が弱かったり、強い規制
であっても実行が緩かったり、あ
るいは規制が過剰（社会的利益を大
幅に超過するコストが発生するなど）
であった場合に歪みが生じる

捕捉不可能 捕捉不可能

外部費用
価格に反映されないエネルギー生
産もしくは消費に関する負の外部
費用；温室効果ガス排出、あるい
は水道への汚染物質の混入や温度
上昇など

捕捉不可能 一般的に捕捉不可
能

注1：プログラムの性質および受益者の市場における立場により、公的助成あるいは税金の形で作用する。
注2： 最終消費者が支払う国内価格に影響を及ぼす、あるいは（部門間の公的助成のように）価値移転が各種燃

料間で行なわれ、そのそれぞれが価格差分析によって測定される場合、これらの項目は価格差アプローチ
によって部分的に捕捉され得る。   

出典：Koplow(1998); Kojima and Koplow(2015); また各中項目の見出しはOECD(2011)による。  
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チも、特定の個人、企業、あるいは特定の製品にもたらされる利益を向上させる

一方、市場における競争者の立場を悪化させるものである。

　投資リスク、安全リスク、価格リスク、地質的リスク、そして規制リスクはエ

ネルギーの種類ごとに大きく異なっているが、いずれもエネルギー市場全体にお

ける重要な要素である。不確実な市場環境のもと、将来の経済的利益を正確に予

想するのは不可能なため、投資家は「予想される」リスクを見積もるにあたって、

自らが直面し得るリスクの規模と蓋然性について推測を行なうことになる。これ

は自らの資本リスク、リスクに耐える力、そして投資戦略と企業戦略の遂行にお

けるその他の事業目標を基に評価される。しかし、中核的リスクを民間部門から

移転させる介入行動はこれらの推定を覆し、エネルギー市場における選択肢を大

きく歪める可能性がある。

　鍵となる下方リスクの制限ないし除去を目指す政府の政策は、不採算プロジェ

クトを投資に適した採算性の高いものに転換するという点では極めて有益である。

下方リスクの分散は、技術の実用性や実現に至る見通しが不透明であったり、コ

ストが非常に不確実であったりする分野において特に欠かせない。その実例とし

て、確定的でない費用が長期間つきまとう事業（核廃棄物の処理など）や、長期

にわたる販売活動を通じて巨額の資本コストを回収しなければならない事業（集

塵装置や脱硫装置を備えた石炭火力発電所など）が挙げられる。こうしたリスクが

高いプロジェクトの開発・建設中に競争環境が劇的に変化する可能性もあり、投

資家にとってはとりわけ大きな不安要素となる。このような不安要素への対策と

して、資本コストを大幅に増加させる、あるいは資金そのものを引き揚げるとい

った選択肢が存在する。

　政策面における課題は二つの要素から構成される。第1に、リスクを土台とし

た公的助成が必ずしもリスクを除去するとは限らず、むしろ受益者から別の誰か

にそれを移転させているという点である。大半の場合、「別の誰か」とは政府

（したがって納税者）を指しているが、これとは異なる結果も生じ得る。たとえば

賠償金の上限設定は、事故による未賠償の損害にまつわるリスクを、施設の近隣

住民や、共通の資源に頼る複数の業界（石油流出事故後の漁業など）に移転させ

る。また購入命令は価格リスクを消費者に移転させる。第2に、同じ困難を伴わ
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ずに発展・実現できる代替策があるが、それは社会全体によるリスク吸収を政策

的に正当化し難いものにする点が挙げられる。

　個別のリスクを公共化する補償助成金プログラムは珍しいものでない。原発事

故、地震、洪水、ダム決壊がその一例である。こうした助成は経済面・経営面の

リスクを軽減することによって競争相手に害を及ぼすだけでなく、社会的なリス

クを悪化させる可能性もある。発電所や鉱山をどこに設立するか、あるいは安全

対策や従業員の教育にどれだけ投資するかといった、施設所有者による重大な決

定は、財政的損失への恐怖によって形作られる。だが政府の助成金によってこう

したリスクが個々の意思決定者から移転されることになれば、経営者は投資、立

地、あるいは経営に関する不可逆的な決断を下すことができ、将来問題が発生し

た場合の社会的リスクを増大させるのである。

交付金は始まりに過ぎない―公的助成の種類に関する概説

　表3-1は主なリスク移転のメカニズムを包括的に紹介するとともに、現在の国

際的推計が政府による各種介入をどの程度把握しているかを示している。また公

的助成に関する国際的な見積りは主として二つの手法に依拠している。すなわち、

国内のエネルギー価格が燃料の市場価格にどれほど遅れているかの測定（「価格

差」アプローチ）と、エネルギーを支援する数多くの各種政府プログラムによる

公的助成の集計（「目録」アプローチ）である。

　表3-1に記載された多数の項目は、市場の複雑性と、全体的な規模と影響を正

しく測定するにあたり複数の支援項目を辿ることの重要性を物語っている。全世

界で行なわれている公的助成の規模は年間数千億ドルと推定されているが、真の

額はこれをはるかに上回る可能性が高い。現在の各種推計値には、公的助成の種

類、助成対象となる燃料、そして地理的条件によって大きな差異が存在する。

　表3-1で着目すべきもう一つの点として、プログラムの詳細や関連市場の環境

に対応する形で、課税や助成金交付など、極めて多くの移転メカニズムが機能し

ていることが挙げられる。プログラムの規則や支払い条件が変化すれば、影響を

与える方向もまた異なってくる。たとえば石油やガスに課される賦課金は、その

業界に関係する現場の視察や整備の支援、もしくはインフラ建設や維持管理に対
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する助成金交付の指標とされてきた。こうした賦課金が他の費用を上回れば、そ

れは部分的に一種の税金として機能する。また賦課金が費用の一部しか賄わない

のであれば、残りの助成部分はそのまま残る。エネルギー消費者に対する公的助

成は時に生産者に対する税金として機能し、逆もまた真なりである。こうした相

互作用を探ることは、公的助成の計測における大きな課題である。

　受給者はしばしば可能な限り多くの公的助成に手を出し、政府の各部門から

様々な支援を受けている。こうした行動は「助成金の積み上げ」と呼ばれ、民間

企業や個人だけでなく国有企業（SOE）にも当てはまる。ちなみに国有企業は核

燃料サイクルを含む多くのエネルギー部門に多数存在する。

　資金不足の際に救済措置が行なわれるなど、国有企業に対する支援があからさ

まに実施されることもしばしばある。しかし公的支援が目につくのは、自由市場

の原則と比較した場合のみである。たとえば国有企業は資金借入時に利息を払っ

ているが、市場の利率とは異なっている。国有企業が黒字を計上することもある

が、投入された多額の税金に対して納得できる利益率を生み出すには到底足りる

ものではない。競争関係にある部門がさほど資本集約的でなく、しかも民間企業

の比率が大きい場合、投資に対して最低限必要な利益が生み出されていないこと

は、競争的なエネルギー市場にとって大きな妨げとなるだろう。国有企業は税金

を払わず、運営上の危険性に比べて保険の範囲も十分でなく、また国が保有する

鉱物資源を相場以下の価格で利用できるのである。

「投資」としてのエネルギー助成―現在の支援様式における機会費用

　近代的なエネルギー事業のもたらす利益は、それを享受する家庭の健康、生産

性、そして福祉の向上といった形で明確に現われる（World Bank 2010: 19）。しか

し、いまだに数十億の人間が近代的エネルギーにアクセスできずにいる。2013

年の時点で世界の総人口のうち17パーセントが電気を利用できず、限られた形

でのアクセス、ないし低水準のアクセスしか持たない人間の割合はこれよりさら

に大きくなる。また低公害の調理用燃料を入手できない人間の割合はほぼ40パ

ーセントに上る（IEA 2015: 101-6）。



第3章　エネルギー助成　　73

　意図的か否かを問わず、エネルギーに対する世界的な公的助成は、燃料部門に

対する巨額の投資という形で現われている。この出費が貧困層を減らし、世界中

の貧しい人々に低公害で高品質の燃料源を提供するために用いられているかどう

かを問うのは、適切と言えよう。研究によると、支援の中には明らかに有益なも

のもあるが、大半はエネルギー貧困層を減少させる上で効果がないということが

示されている。

　発展途上国における化石燃料への公的助成は、その大半が輸送用燃料と調理用

燃料の価格を市場の水準以下に抑えることを目的としている。貧困層を削減する

戦略と正当化されることもしばしばあるが、実際にはこうした支援の大半がより

豊かな市民に「流出」している。高所得者層が消費する一人あたりの燃料ははる

かに多く、設置費用の高さや地区全体の購買力の低さのために貧困地域に届いて

いない電力網やガス供給網によるエネルギーを享受しているのである。また受給

するには政治的なつながりに頼らざるを得ないことから、貧困層を素通りしてい

る公的助成もある。さらに、国内における低価格はしばしば闇市場が栄える原因

となり、公的助成によって供給された燃料が市場価格より高い値段で他の国に流

されたり、あるいは国内において違法販売されたりしている。 

　発展途上国を対象に実施された各種調査の結果、化石燃料への公的助成のうち

収入の下位20パーセントの貧困層に届いた割合は8パーセントに過ぎないこと

（IEA 2011）、および下位40パーセントに届いた割合は25パーセント未満である

こと（IEA, OPEC, OECD, and the World Bank 2010: 24）が判明している
1
。国際通

貨基金（IMF）によると、中でもガソリンの流出率が高く、収入の下位20パーセ

ントに1ドルの助成金が行き渡るには33ドルが必要であると推計している（Arze 

del Granado, Coady, and Gillingham 2010: 13）。

　また IEAは、電気および低公害の調理用燃料へのアクセスを改善する目的で

2013年に新規投資された金額を131億ドルと推計しており、この額は前年に比

べて増加している（IEA 2015: 105）。しかしそれでも、同年に消費者に対して助

1   調査対象国はアンゴラ、バングラデシュ、中国、インド、インドネシア、パ

キスタン、フィリピン、南アフリカ、スリランカ、タイ、およびベトナムである。



74　　第1部　原子力産業の現状

成されたと見積もられている5,000億ドルのわずか2.5パーセントに過ぎない。

エネルギー貧困層に対する支出の大半は発電所と配電網の拡充に向けられており、

伝統的な調理用燃料を用いることによる健康への悪影響にもかかわらず、低公害

の調理用燃料の普及に対する助成は5パーセント未満なのである。

　事実、既存の公的助成による巨額の財政負担が利用可能な税収の大半を吸収し

てしまうため、その他の福祉分野に対する支出が脅かされている。表3-2は、化

石燃料関係の消費者向け公的助成の推計と、国内総生産（GDP）、政府の収入

（当該国の公的支出の上限額）、および保健部門に対する公的支出を比較したもの

である。世界のほぼ6分の1の国々がGDPの10パーセント以上を化石燃料の公

的助成に支出しており、半数以上の国々では政府の収入の10パーセントを超え

ている。また、さらに深刻な事態として、その他の重要な社会的目標が阻害され

ているという事実があり、IEAが調査対象とした国々のほぼ半数で化石燃料への

助成額が保健関係の支出を上回っている。

公的助成の政治経済―不透明性が受給者を助ける

　既存の公的助成プログラムの多くで高い流出率が発生していることについて、

公的助成の政治経済的分析がそれを説明する一助となる。公的助成にはある集団

表3-2　優先順位の高いその他の支出項目を排除する、化石燃料消費者への公的助成

国数 化石燃料への公的助成が占める割合（注1）

GDP比（注2） 税収比（注3） 保健関連支出比（注4）

国数合計 37 38 37

100パーセント以上 0 0 18

50パーセント以上 0 2 26

25パーセント以上 0 5 32

10パーセント以上 6 22 33
注1：2011年度の消費者に対する公的助成の価格差集計による（IEA 2012）。
注2：World Bank（2013a）による2011年のデータ。
注3：CIA（2013）より推定された2012年のデータ。
注4： Guardian（2012）が集計した世界保健機関のデータに基づく。また国民1人あたりの数字を作成するにあた

っては、World Bank（2013）記載の人口データを用いた。
出典：Koplow（2015）より抜粋の上、オックスフォード大学出版局の許可を得て掲載。
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から別の集団への富の移転が伴うため、これら集団間の対立が頻繁に発生する。

高い透明性は一般的に、財政面の支援を負担する者（主に納税者）、および競争

面の支援を負担する者（競合製品またはサービスの提供者）にとって利益となる。

対照的に、こうした透明性は支援を受ける側（公的助成の受給者および関係して

いる政治家）にとって望ましくない。評判の悪化（この会社の製品は助成金なしで

生き残れるほど優れていない、など）や経済的損失（競合相手がその助成プログラ

ムを縮小ないし廃止に追い込むべく力を合わせる、など）という、生産者にとって

のリスクが高まるからである。また仲介役の政治家にとっても、有権者や競合企

業の目が評判に関するリスクを生み出すだけでなく、政治献金や再選の見込みを

も危険に晒すことになる。

　助成受給者の利益が集中する傾向にある一方、それを負担する集団は拡散しが

ちなため、受給者の側は助成プログラムを創設・保護するためにより容易に力を

合わせることができる。複雑な助成メカニズムも、受給者や政治家に対する監視

を難しくすることで、この利点を一層大きいものにすることがしばしばある。関

係するデータも、主たる予算から切り離された難解極まりない報告書の中に記載

されるか、あるいは全く開示されないこともあり得る。たとえ開示がなされたと

しても、その説明は極めて曖昧で、特定の企業、産業、もしくは政治家と結びつ

けるのは難しい。リスクに基づく公的助成が悪い結果（公的資金の受給者が破産

した、あるいは政府の公的保障プログラムの受益者が自然災害に見舞われたなど）を

迎えた場合、注目を集めるのは避けられない。しかしこうした出来事は公的助成

の受給開始からずっと後に起こることが多いため、政治的影響は発生しにくい。

実際に、仲立ちした政治家がすでに現職でないこともあり得るのだ。

限られた報告

　中央政府が強大な権力を持っていたり、主要産業が国有企業によって占められ

ていたり、伝統的に透明性が低かったりする国家においては、公的助成が支給さ

れたか否かを突き止めることすら難しい場合がある。こうした国々では、政治的

な説明責任を求めるにあたって市民が振るうことができる潜在的能力も大きく制

限されているだろう。自由かつ公正な選挙、補償を求めて企業や政府を訴えるこ
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とができる権利、情報開示が義務化された秩序ある証券市場、あるいは法制化さ

れた情報閲覧の権利は、いずれも名ばかりの存在に過ぎないか、あるいは全く存

在しない。こうした状況のもとで、公的助成を具体的な数値で把握するのは極め

て難しい。また中央政府自体のイニシアティブがない限り、改革はほぼ不可能で

ある。

　開かれた政府に誇りを持つ西洋の民主主義国家もまた、この問題と無縁ではな

い。特定のエネルギー資源に対する規制機関や立法府の肩入れが、報告の有無に

かかわらず政策に微妙な影響を与えるのだ。さらに、各省庁の予算は定期的に公

開され、誰もが入手でき、独立した監査を受けているものの、情報公開が考えら

れているよりも不完全かつ不十分な場合もある。既存の規制を実施するにも政治

闘争が付きものであり、政治的圧力によって無力化ないし廃止される危険が常に

つきまとう。たとえばイギリスでは、新たに計画中のヒンクリー・ポイントC原

子力発電所プロジェクトにおいて核廃棄物の処理費用と廃炉費用に対する投資リ

スクに上限が設けられていたことが、最近になって公開を強いられた。この公的

助成が白日の下に晒されたのは、市民の請求によるデータの情報公開を定めた法

律があったからこそである（Doward 2016）。

　アメリカにおける現状も示唆に富んだ実例を提供している。連邦政府による支

出および助成金交付に関する情報が公開されるのは、法で定められているからに

過ぎない。さらに、公開される報告書は大まかに集計されたものに限られる。受

給者を特定するのは不可能であり、また助成の種類によっては各産業への配分を

突き止めることすら難しい。政府の各種公的保障プログラムもしばしば評価の対

象となるが、リスクに関する政府内の各種助成が確認のため集計されたり、特定

の受益者集団に結びついたりすることはほとんどない。連邦政府の損害保障制度

において、民間の損害負担額は政府が運営する保障プログラムでなく法令によっ

て上限が設定されているが、これも数値化されることはほとんどない。

　税金の減免と信用助成に関するデータも以前から不十分なままである。税金の

減免は過去の連邦政府の税収から推計されるが、減免措置が受益者に非課税の収

入をもたらし、それゆえ同額の助成金交付よりも有利になる場合がある。こうし

た二次的影響を測定することで、各種政府支援の価値比較はより正確になったも
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のの、2008年を最後に中止されている。アメリカの信用助成交付の計測基準に

は、二つの重要な不正確さが存在している。第1にプログラムの管理費用が除か

れている点が挙げられ、第2のより重要な点として、金利に関する公的助成が、

財務省の資金コスト（「無リスク金利」）ではなく、それよりはるかに高い借り手

の推定リスクを基に計測されていることが挙げられる。国家による信用・財務保

証の価格決定にリスクの要素が十分組み込まれていないことは、世界各国で問題

となっている（Lucas 2013）。特にリスクが高いエネルギー事業（新エネルギー技

術、原子力発電所、および炭素除去設備）に対する信用助成の供与は、政府の公的

資料において極めて過小に見積もられているのである。

　地方政府レベルの公的助成に関する報告は、国家レベルのそれに比べ一般的に

脆弱である。アメリカにおいては、国家レベルの課税減免ですら、政府会計基準

委員会が最近になって規則を定めるまで、報告は任意だった（Government 

Accounting Standards Board 2015）。地方政府による信用供与、公的保障、およびプ

ロジェクトに関係するインフラ整備はありふれたものであるが、追跡調査される

ことはほとんどない。中央政府ないし地方自治体が運営する公営企業、とりわけ

公営発電所もまた、多くの国々では珍しい存在でない。

評価の困難

　数多い公的助成メカニズムを評価するにあたっては、現在の慣行と比較するた

めの「反事実」の仮定が必要とされる。偏りのない課税制度、公的助成のない金

融・保険市場はいったいどのようなものか？　その検討は困難ながらも不可能で

はない。たとえば税軽減もしくは信用供与について、政府の作成した評価見積も

りが全て同じ仮定に基づいているとは限らず、比較と集計をより難しいものにし

ている。同様に、政府が公的助成の価値に関する推計を行なっていない場合、そ

れを独自に推計するには手間と時間を要し、政府だけが持っている関連データが

必要となるかもしれない。こうした障壁は、複雑な公的助成メカニズムの分析を、

交付金に関する分析と比べより散発的かつ不十分なものにする。経済協力開発機

構（OECD）が保有するデータに税支出のデータが加えられるのも、加盟国がそ

れを推計している場合に限られており、公的信用助成を組み入れる計画が進行中
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ではあるものの、この重要な分野はまだ実行されていない。

　事態を複雑なものにしている最後の要因として、産業自体が政府による基本的

仮定の適用を難しくすることで、改革を遅らせ得る、あるいは公的助成の延長や

拡大に反対する政治的な動きを封じ込め得るという点が挙げられる。実際、受益

者は既存の政策を保護するため、そして（より有利な）別の仮定に基づいて公的

助成のコストを算出するため、事あるごとに自らコンサルタントを雇っている。

これらの評価は政府機関および非政府組織（NGO）が行なう分析と比べ、現状

を維持した場合のコストをより低く見積もり、利益をより大きく算出する傾向に

ある。

　改革を妨げるもう一つの特筆すべき戦略として、公的助成が大きな妨げになっ

ていることそのものを単に否定する、というものがある。業界に対する公的助成

は基礎的な課税制度の一部であって、そこから逸脱したものではないと主張する

ことも、しばしばこれに含まれる。このアプローチについて格好の実例を提供し

ているのが、アメリカ最大の石油・ガス業界団体のアメリカ石油協会である。納

税・会計部門の責任者を務めるスティーヴン・コムストックはこう記す。「政治

家、マスメディア、および最近では大統領が一般教書演説で主張したのとは対照

的に、石油および天然ガス業界は現在、納税者の負担による『公的助成』、『課税

の抜け穴』、ないし税の減免を一切享受していない」（Comstock 2014）。

　これは客観的に見て根拠の薄い主張であり、こうした政策を石油およびガス業

界に対するあからさまな公的援助とみなしてきた連邦政府の諸機関
2
と真っ向か

ら対立するものである。政府による介入の中には特定の業界団体を対象とした公

的助成もあるという主張は、常にそう単純なものではないが、コムストックはそ

の最も基本的な主張さえ批判している。彼の手法は改革にまつわる政治的困難を

浮き彫りにするものである。有権者の大半は業界団体の主張をたとえ不正確でも

受け入れるだろうし、その業界団体は自らの見解を宣伝するにあたって、NGO

はもとより国際機関の研究スタッフよりも、はるかに大きな財源を有しているの

2   財務省、合同税務委員会、議会予算局、政府監査院、および議会調査局を含

む。
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である。

世界における公的助成―測定の方法と規模

　気候変動や原子力発電のコスト構造といった主要な政策問題に対する公的助成

の影響を評価するには、各種助成にまたがるデータ、および様々な政府機関が作

成したデータを集計し、公的支援の測定基準とすることが求められる。これまで

公的助成の測定は、特定のプログラムから市場参加者に移転した価値の計量化

（プログラム限定ないし目録アプローチ）、およびエネルギー商品の実態価格と

「自由市場」価格との差異（価格差アプローチ）を主な対象としてきた。前者は価

格効果を捉えているが、それを引き起こす特定の公的助成を識別するものではな

い。後者は個々の公的助成を追跡対象としているが、価格に与える影響を表わす

ものではない（Koplow 2015b）。

　価格差アプローチは目録アプローチよりも少ないデータで済み、政府のデータ

が容易に利用できない国々の比較研究において特に有益である。しかしこの測定

基準は、均衡価格に影響を及ぼすことはないものの、業界の利益率を押し上げた

り、あるいは弱小な競争相手を生き延びさせたりしている数多くの公的助成を見

逃している。ゆえに価格差による推計は一つの下限として見なければならない

（Koplow 2009）。

　OECDの総支援推計（TSE）基準は、価格の歪み（純市場移転）と、最終市場

価格に影響を与えない価値移転（純予算移転）の両方を捉えるものである。TSE

は市場の生産者および消費者それぞれに対する政策を追跡するものであり、その

相互作用を計測することができる。また特定の燃料市場を総合的に支援する政府

の各種プログラムも、特定の生産者ないし消費者を対象とするものでないにもか

かわらず、個別に追跡されることになる。OECDのアプローチは大量のデータ

から構成されるものであり、化石燃料への政府支援に関する最新の報告は、様々

な政府機関による800以上の公的助成を含んでいる―それでもなお、重大な欠

落をはらんでいるのだ（OECD 2015参照）。

　広く公開された世界的推計のそれぞれに差異を生じさせている最後の要因とし
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て、公的助成の価値測定に「標準化」の修正が加えられていることが挙げられる。

IMFは IEAの価格差と、OECDが算出した生産者向け公的助成を合計し、そこか

ら税金の減免分を差し引くことで年度ごとの公的助成を計量し、「税引前」の測

定値としている。加えて、IMFは「税引後」の推計も実施したが、それは税引き

前見積もりのおよそ16倍に達し、全世界のGDPのほぼ7パーセントに相当する

（Coady et al. 2015）。この巨額の見積もりの原因は、燃料消費税がそうした課税制

度のない国々についても計上されているため、IMFが不当に低いと判断した税金

も算入されているため、あるいはエネルギーと運輸の両方に対する負の外部性が

含まれているためである。こうした要因のせいで、IMFによる税金算入後の見積

もりは公的助成の実施者の間で今も論争の的となっている。

　表3-3は全世界におけるエネルギー関連助成の見積もりであるが、多くの重要

な事実を浮き彫りにしている。第1に、政策の種類ごと、および国ごとの差異が

評価アプローチの違いと結びついた結果、各機関ごとに大きな見積もりの差が生

じている。これらの要素は時に正反対の方向に作用する。OECDは公的助成政

策を IEAよりも幅広くカバーしているが、エネルギー消費者への大規模な助成が

表3-3　大規模かつ広範囲にわたる世界的なエネルギー助成の推計

燃料の種類

IEA OECD IMF（税引前） IMF（税引後）

推計方法および2015年における推定額（10億ドル）

価格差 総額の推計

IEAおよびOECD 
による推定額の合
計から税金減免額
を差し引いたもの

IMFの税引前推計
と税金減免額の合
計から外部費用を
差し引いたもの

化石燃料 506 170 333 5302

原子力 NE NE NE NE

再生可能電力 112 NE NE NE

輸送機関用バイオ燃料 23 NE NE NE

全燃料合計 641 170 333 5302

全世界のGDPに占め
る割合（パーセント） 0.8 0.2 0.4 6.8

注：NE=推定未実施。
　　IEAおよびOECDの数字は2014年度のものであり、IMFの各種数値はそれぞれの年度による。
出典： Earth Track によって図表化された IEA（2014, 2015）; OECD（2015）; Coady et al. （2015）より。GDPは

World Bank（2017）による。    
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行なわれているイラン、サウジアラビア、およびベネズエラといった国々は含ん

でいない。第2に、再生可能エネルギーに関するデータが欠けており、しかも原

子力に対する公的助成のデータは全く存在しない。これは埋めなければならない

重大な欠落である。第3に、最も低い見積もりにおいても、計量化された公的助

成は全世界のGDPのかなり大きな部分を占めている。再生可能エネルギー、原

子力、および欠落しているその他の公的助成の把握が改善されれば、政府がエネ

ルギー助成に費やしている金額の見積もりはさらに膨らむだろう。

核燃料サイクルに対する世界的な公的助成の概観

　化石燃料に対する公的助成が世界規模でより幅広く把握されているかかわらず、

原子力への支援に関する世界的な推計は存在せず、国家レベルでの見積もりも非

常に少ない。石油およびガスによる発電所に比べ原子力発電所の数ははるかに少

ないため、原子力への公的助成に関する見積もりは十分実現可能と思われるが、

それを難しくしている要素が多数存在する。化石燃料に対する公的助成について

は、気候変動に対する懸念、および公的助成改革による予算削減の可能性が、そ

の検証に必要な意識づけと資金をもたらしていたかもしれない。また再生可能エ

ネルギーへの公的助成における IEAの研究範囲はおそらく構造面のものであり、

購入命令（固定価格買取制度および再生可能エネルギーの組み入れの義務化）は再

生可能エネルギーに対する大規模な支援を形作り、価格差の計算においても明確

な形をとっている。

　それとは対照的に、核燃料サイクルの各種要素に対する政府の関与は、公的助

成の把握を難しくしている。原子炉、原発建設企業、燃料サイクル施設、研究プ

ログラム、そして（将来的に）廃棄物貯蔵施設の多くは、政府が全部ないし一部

を保有している。全世界を対象とした現在のデータ見積もりにおいて、国有企業

に対する公的助成は特に弱い分野であり、発電所や変電所に対する公的支援は頻

繁に取引されている燃料への公的助成よりも推計が困難である。

　さらに、原子力部門に関するデータの集計に、政府が関心を持っていない場合

もある。中国やロシアといった、原子炉建設の新たな波における主役たちは、原
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子力産業を戦略的能力や国際的影響力の源とみなしている
3
。利益の拡大も目標

に含まれるかもしれないが、決して唯一のものではなく、恐らくは主要な目標で

すらないかもしれない。原子炉を購入する国々は、軍事に転用可能な技術および

ノウハウ獲得の可能性など、様々な関心を抱いているものと思われる。事実、世

界中で核拡散が進むというシナリオが最近検討された中で、2030年以降に核保

有国となる6ヵ国のうち4ヵ国が自国の民間プログラムを軍事に転用すると予測

されている（Murdock et al. 2016: 16）。

　現在の核保有国も民間部門への投資継続を軍事能力の維持に必要な要素と考え

ている。イギリス政府は、生み出される電力の価値と比較して財政支出が非常に

大きなものとなっているにもかかわらず、新型原子炉への関与を強力に推し進め

ている。しかしその政策を見直した結果、「原子力潜水艦による軍事力の維持と

いうもう一つの目的が果たす役割を考えなければ、原子力に対するイギリス政府

の継続的かつ強力な関与を完全に理解するのは難しい」と結論づけられた（Cox, 

Johnstone and Stirling 2016: 3）。インドが増殖炉に対して行なっている継続的投資

もまた、「信頼に足る最低限の抑止力」を確保することに力点が置かれている

（Ramana 2016a）。民間の原子力部門に対する巨額の公的助成を透明化することは、

こうした関心に真っ向から反する行為だが、プロジェクトがトラブルに見舞われ

た場合、主導者の政治的リスクもまた大きくなるのである。

　データの欠落をもたらしていると考えられる最後の要因は複雑性である。核燃

料サイクルに対する最も重要な公的助成には、原子力業界から納税者および近隣

住民への複雑なリスクの転嫁が絡んでいる。すなわち、事故のリスク、廃炉にか

かる費用の超過、核廃棄物、および運転資金の調達である。これらはいずれも政

府による様々な関与、長期の時間的尺度、そして体系的な情報の欠如を伴ってい

る。また将来的な見通しにおける不確実性も大きく、原子力およびその関連業界

3   Thomas (2017) は中国の核関連輸出計画に関する概説を行ない、同国が直面

している課題のいくつかを紹介している。またReuters (2016) は、エネルギー政

策を国家の政治的諸目標を達成するために活用するというロシア政府の目的につ

いて記している。
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を支持する政府の人間が、それらプログラムについて思い思いに語ることを可能

にしている。

　原因が何であるかにかかわらず、原子力関連の公的助成について世界規模のデ

ータが欠落していることは重大な事実であり、納税者や競合するエネルギー源に

とって大きな負担となり得る。IEAと核エネルギー庁（NEA）は最近、地球温暖

化を摂氏2度以内の上昇にとどめるには2050年までに4兆4000億ドルを新規原

子炉の建設に投資する必要があると述べた（IEA/NEA 2015:23）。しかし、この金

額の大半は政府による直接・間接の支援（信用供与や電力価格の保証など）を含

むものである。

　原子力業界は核エネルギーを気候変動の主要な解決策として位置づけることに

も熱心であり、そうした考えは「原子力は気候変動に対処する唯一の
4 4 4

実現可能な

道筋である」（Hansen et al. 2015, 傍点著者）と記したジェイムズ・ハンセンら高名

な科学者によって支持されている。しかし発電部門やその他の分野において、

我々の経済から炭素を排除する様々な方法がある。原子力産業の支持者たちは、

他の方法を本当の意味で市場において試すことよりも、あらゆる気候変動対策に

おける核の重要性を公言することにはるかに熱心だった。長寿命の新規原子炉に

対する数兆ドル規模の公的助成は、温室効果ガス削減戦略を形作るにあたり、よ

り安価で低リスク、かつ早期に実現可能な解決策の可能性を摘み取ったのである。

　全世界における核関連の公的助成をここで完全に検討するのは不可能だが、核

燃料サイクルへの政府支援に共通して見られるパターンをより広く検討するのは

有益である（表3-4参照）。ここからは、次の5つの主要分野におけるリスク移転

と公的助成の問題を論じる。すなわち、原子炉建造費用の調達ならびに市場価格

リスクの吸収、超過費用の社会化および高レベル放射性廃棄物の長期的管理、施

設の廃炉に伴う財政的リスクの移転、損害額をはるかに下回る事故補償額の設定、

そして濃縮に関わる問題である。
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表3-4　核燃料サイクルにおける一般的な助成対象分野

介入のタイプ 説明
　生産開始前の公的助成
政府による研究
開発

IEA加盟国による各関連の研究開発に対する公的支出（1978-2012）は2,500
億ドルを超える（IEA 2013）。
核関連の研究開発に対する支出は全エネルギー源の51％を占め、次に支
出が多い燃料サイクルの4倍近くに達する。

原子炉の設計・
ライセンス化に
対する出資およ
び費用分担

ロシアと中国に関するデータは存在しないものの、国家による支出の割合
が最も大きいものと思われる。
アメリカでは研究開発費が新型原子炉の設計を支援しており、ライセンス
化における費用分担額を増加させている。

　抽出に関する公的助成
アメリカではウラン採掘に対して税金の減免など政府の支援が行なわれて
いるものの、容易に利用可能な国際的データは存在しない。
採掘費用は原子力を実現させる総費用の僅かな部分しか占めておらず、ゆ
えに経済面での重要度は相対的に低い。

　電力生産に関する公的助成
ウランの採掘
および濃縮

濃縮技術の開発、施設の建造および稼動に対し、政府は深く関与してお
り、現在全世界で稼働している濃縮施設の90パーセントは政府が保有し
ている。
またアメリカのウラン採掘場に投じられた改修費用は、採掘された鉱石の
価値を超えている（Koplow 2011: 61）。

発電所の費用調
達および建設

発電所の建設は巨額の資本を要する事業であり、遅延と費用超過がしばし
ば発生するため、政府の補助金がなければ資金借入費用は巨大なものにな
る。
信用供与、直接貸付、非課税債券、そして国営化を通じた国家の関与は、
今日原発を新規に建設している国家の大半で当然のこととなっている。

発電所の運営 原子炉の稼働寿命を伸ばすための直接的な助成がニューヨーク州で提案さ
れ、すでにいくつかの発電所を閉鎖から救っている（Matyi 2016）。
またアメリカでは電力税によって新規原発が建設されるとともに、原子炉
の冷却に用いる大量の水をほぼ無料で自由に利用できるが、これは大半の
原発保有国でも同様である。

事故リスク 世界の大半の原発保有国では、大事故が起きた場合の想定損害額をはるか
に下回る賠償上限額が設定されている。
また一定の補償金額を確保するのに事業者の資金でなく政府の資金が用い
られている場合、保険金額が不適切に低いことによる保険利用の低迷とい
う問題がそこに加わる。
さらに、アメリカにおけるように、定められた保険金を支払うために遡及
プレミアムを用いることは、契約先の保険料未払いリスクを大きくする。
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介入のタイプ 説明
　輸送および配電に関わる公的助成

使用済み燃料、および廃炉工程で発生する放射性を帯びた原発部材の輸送
は複雑であるものの、実施された例は数少ない。また大半の国において、
原子力関連の輸送業務には賠償額の上限が設けられている。
多くの国々において、電力の大半は配電網によって供給される。それに伴
い、電力網の拡大および維持整備にはそれだけの公的助成が行なわれる。

　電力消費に関わる公的助成
消費者が市場価格を上回る水準で原子力による電気を購入しなければなら
ないという、購入命令の形を主にとる。
アメリカでは建設仮勘定（CWIP）規則により、たとえ原子炉が稼働に至
らなかったとしても、超過費用の相当部分を顧客に転嫁することができ
る。資本コストも考慮に入れると、料金が規制されている地域において、
原子力発電所は歴史的に高コストの電力供給源だった。
イギリスでは「差額契約」制を通じた価格保証が行なわれており、新規に
建設された原発について、現在の卸料金を上回る長期の最低保証料金が設
定されている。

　生産終了後における公的助成
他種の燃料の場合、生産終了後の期間は数十年におよぶが、核燃料サイクルにおけるそ
れは数世紀となる可能性がある。技術的・経済的に検討すべき要素は全く異なってお
り、見積もりの間違いが発生する可能性もはるかに高い。
原子炉および
燃料サイクル
施設の廃止

積立金に対する課税の減免、および総費用ないし超過費用の国による肩代
わりという形で、直接的な公的助成がしばしば行なわれている。
廃炉後に発生する費用の積立資金が事業者から独立しておらず、経営改
革、不正行為、ないし倒産のせいでそれが失われた場合、事実上の公的助
成が発生する。

核廃棄物管理 核廃棄物貯蔵施設の立地、建設、および稼働については、世界中で国家に
よる深い関与が見られるものの、稼働に至った施設は一つもない。
大きな技術的リスクを伴う長期の事業であり、資金が現に積み立てられて
いたとしても、その水準は真の総費用を賄うことができない可能性が高い。 
核廃棄物の管理が公共事業によって行なわれるばあい、その料金はせいぜ
い採算分岐点を維持できる程度に設定され、投入された税金が利益を生み
出すことはない。またこうした公的助成は代替エネルギーの普及を妨げる
ことになる。

負の外部性 炭素排出がゼロに近づいたとしても、放射能、事故、および核兵器の拡散
ないし隠蔽につながる技術や施設の拡大といった負の外部性が存在する。
（注1）

注1： 核兵器拡散という負の外部性を軽減する有効な戦略として、ウラン濃縮・再処理を国際的な管理下に置く
というものがある。これによって違法な拡散ははるかに難しくなる（Diesendorf 2014）。 

出典：著者所有のデータに基づく。
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新規原子炉の資金調達、および電力に関する市場価格リスクの吸収

　原子力発電は、しばしば不確実な長期の建設期間を要する資本集約型の技術で

ある。こうした要素だけでもリスクの高さを後押ししており、資本提供者が求め

るリスクに対する保険料を高騰させている。また新規プロジェクトに要した費用

と建設期間に関する記録が不十分なことも、この問題を一層複雑なものにしてい

る。その上、新規に投下した資本を回収するまでの間、急速な技術革新が進み、

また中央集中型発電の仲介金融機関離れが起こり得るこの分野において、原子炉

が生活必需品（電力）を生み出しているという事実は、新規建設への投資をさら

に難しくしている
4
。

　新規原子炉によって生み出される電力の市場価値が、稼働を開始するまでの5

ないし10年間で当初の予想をはるかに下回り得ること、および建設開始から廃

4   原子力エネルギーは3つの主要な領域で他との差別化を図ってきた。すなわ

ち低炭素、高出力、そして迅速性であり、いずれも重要な要素である。しかし低

炭素を実現する他のエネルギー源は、すべての費用を含めた原子力よりもはるか

に安価である。さらに、先進国の大半では電力網が広く行き渡っており、また費

用の高さと統治機構の弱さにより電力網の拡大が限られ、中央集約的な電力も時

に信頼できない発展途上国では、小規模電力網ないし分散型エネルギー（いずれ

も原子力発電がメリットを持たない分野）が優位性を持つことから、高出力もさ

ほど意味を持たないかもしれない。一方、確実な発電能力を迅速に提供できる能

力は、断続的な発電を余儀なくされる再生可能エネルギーの割合が増加している

現在、ますます重要性を帯びている。しかし、確実な発電能力に割増価格を提供

しているアメリカ市場においても、既存原子炉の一部は不経済な存在になってい

る（World Nuclear News 2016b）。その状況は資本を回収するために価格設定しなく

てはならない新たな原子炉にとってはるかに難しいものになるだろう。その上、

たとえば原子力施設の構築に関わるNEAの工程表は2050年にまでわたるもので

ある。また、携帯型の機器や電気自動車の普及に由来する年間数億ユニットとい

う大きな市場圧力を受けて電池の研究が進むなど、蓄電市場は極めて急速に発展

しつつある。原子炉の費用削減は過去において実現しておらず、これからも蓄電

池の費用下落との競争に勝つとは考えられない。
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炉までの50年間における市場価値が全く予測不可能であることを、投資家は認

識している。こうした特性のため、資本提供者は民間原子力事業に対する投資か

らほぼ手を引いており、資金調達の対象は国家の支援を受けた非競争型資本へと

移っている
5
。ここで IEAおよびNEAによる次の見解を考えよう。「資本集約型の

プロジェクトを発展させ、すべての低炭素技術に十分な電力価格を長期間保証す

る、安定的かつ長期の投資枠組みを維持するにあたって、政府には果たすべき役

割がある」（IEA/NEA 2015: 5）。こうした「安定的」な枠組みを作り出す方法はい

くつもあるが、その何れもが中核となる金融リスクを投資家から国家へ移転させ

ることを含んでいる。その例として、国家に支援された与信パッケージ、長期に

わたり国家が保証する電力価格の下限、そして資金調達および費用超過のリスク

を料金支払い者に移転させる、広範囲にわたる交付金支給、が挙げられよう。ま

た原子力施設の国家による直接の所有も一般的である。

国家による与信パッケージ

　現在建設が進められている原子炉56基（IAEA PRIS 2016による）のうち
6
、7基

がロシアで、20基が中国で建造中である。ロシアの原子炉はいずれも国家が資

金を出しているか、あるいは国有である。また中国国内の原子炉に対する国家の

関与も広く浸透している。ロシアの国営原子炉開発企業であるロサトム社は、提

案中ないし一時停止中の原子炉輸出取引に数十億ドル規模の与信プログラムを組

み込んでおり、バングラデシュが127億ドル（World Nuclear News 2016b）、エジプ

トが250億ドル（Russia Times 2015）、フィンランドが50億ユーロ（Rosatom 2016）、

5   Moody’s Investors Service（2013: 20）は「原子力発電所の新規建設は一般的

に投資不適格」であり、原子力プロジェクトでは他の技術分野よりも費用超過が

頻繁に発生しており、「ヨーロッパの電力市場は現状において」原子炉の「新規

建設を支持していない」と述べている。
6   国際原子力機関（IAEA）の原子炉情報システム（PRIS）データベースは、

2016年11月1日時点で建設中の原子炉60基をリストアップしている。また2基

が1999年から、別の2基が1980年代後半から建設中であるが、これらは合計か

ら除いている。
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そしてハンガリーが100億ユーロ（Rosatom 2016）の信用供与を受けている。こ

れらプロジェクトの多くは実現に至らないと見込まれているが、信用供与が取引

の重要な位置を占めている事実は示唆に富むものである。また中国においても、

「中国政府が保有する巨額の外貨準備高は、販売者が設備とともに資金を提供で

きることを意味しており、大半の潜在的市場において大きな利点となっている」

（�omas 2017）。イギリスで建設中のヒンクリー・ポイントC原子力発電所でも、

フランス電力会社（EDF）と共に中国の国営事業体が180億ポンドに上るプロジ

ェクトの3分の1を所有している（Ruddick 2016）。

最低価格の保証

　新規原子炉がようやく稼働を開始しても、その時の電力料金が安すぎるという

重大なリスクに対処するため、電力会社はしばしば発電能力の相当部分に関し電

力購入契約を締結している。原子力発電の価格とタイミングには大きな不確実性

が伴うため、新規原子炉におけるこうした取引の相手は国家であることが多い。

イギリスのヒンクリー・ポイントC原子力発電所では政府が事業者に対し、現行

の電力卸値の最低3倍の価格を35年間にわたって保証している。こうした価格

面の支援がイギリスの納税者に背負わせる額は3,000億ポンドに上ると推計され

ている（The Week UK 2016; Ruddick 2016）。

　中国は「原子力発電の健全な発達を促し、この部門への投資を導くため」、国

内における全ての新規原子力プロジェクトで生み出された電力に関し、卸値の下

限を設けている（WNA 2016a）。しかし現在の最低価格が低すぎると考える向き

もあり、将来的には上方修正が必要となるだろう（WNA 2016a）。またチェコス

ロバキアでは、原子炉プロジェクトに対する150億ドルの資金援助が、電力価格

の下落、および電力価格の保証を政府が拒否したことにより、2014年に反故に

なっている（Lopatka 2014）。

料金支払い者によるゼロ金利の融資と費用超過の可能性

　アメリカで進められている4基の原子炉建設プロジェクト（ヴァージル・C・サ

マー原発2号機および3号機、ボーグル原発3号機および4号機 ）はどれも、建設仮
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勘定（CWIP）規則が有利な地域で進められている。原子炉の所有者は建設仮勘

定のおかげで新規プロジェクトの発電開始に先立って料金を値上げすることがで

き、料金支払い者をゼロ金利の資本源として用いることができる。加えて、建設

仮勘定は費用上昇リスクの大半を投資家および建設業者から利用者に転嫁するも

のである。料金を決定する地元の委員会が、発電所の費用増加をそのまま認めな

い場合もあるが、大半の場合、利用者が支払う結果となっている。

　いずれの要素も原子力に投資する者と発電所の所有者にとって大きな価値を持

っている。ボーグル原発3号機および4号機の建設はほぼ4年遅れており、60億

ドルの費用増加（これは当初の予想費用の43パーセントに上り、総費用を200億ド

ル強に押し上げる）に直面している。それでもなお、工事の遅れによる資金調達

コストの上昇分を含めた全ての費用は問題なしとみなされ、料金支払い者に負担

させることが許された（SACE 2016）。2016年10月の時点で、ボーグル原発の原

子炉建設のためにゼロ金利で事前に調達された金額は180億ドルを超えている

（SACE 2016）。また最低価格を設けない一方、投資家はそれと同じ効果を持つ

「どんな事が起ころうと」（hell or high water）条項を卸電力購入契約の中に含める

ことで事業者側と同意している。その条項はたとえ当該地域で必要とされていな

くとも電力を購入することを契約者に求め、その価格が他の電力事業者の販売価

格を上回っていたとしても、それとは無関係に決定される（MEAG Power 2016: 

10-12）。一方、サマー原発で建設中の2基は当初の費用見積もりを40億ドル（40

パーセント）超過しており、当プロジェクトのためゼロ金利で事前に調達された

資金は、利用者に毎月送られる料金請求書の16パーセント以上を占めている

（Wren 2016）。

高レベル放射性廃棄物管理の社会化

　高レベル放射性廃棄物は数千年にわたる隔離と管理を必要とするが、現在進行

中の危険要素としては事故、盗難（アクセス可能な貯蔵施設にある場合）、そして

環境汚染が挙げられる。こうした長期かつ未知のリスクにいつまでも晒されるこ

とは、投資家にとって大きな問題である。この廃棄物を安全に保管できる施設の

設計・建築・運用は技術的に難しく、また政治的にも評判が悪い。核エネルギー
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の民間利用が始まってから60年、放射性廃棄物を永久に貯蔵できる施設は世界

に1ヵ所も存在しない（表3-5参照）。運用開始は延期を重ね、費用が大幅に増加

するリスクも相変わらずである。国内の高レベル放射性廃棄物管理を担うフラン

表3-5　大部分が未解決のままで、経済的・技術的リスクが政府によって 
もたらされている核廃棄物管理の状況

国名

全世界の原
子力発電量
に占める割
合（2015）

高レベル放
射性廃棄物
処理施設の
稼働開始年

用地選定状況 外部保有の積
立金の有無 運営主体

アメリカ 25.6 2048
選定されたものの
後に取り消し 有 国

フランス 16.2 2025
選定されたものの
反対運動が続く 無 国

日本 10.4 2035年以降 未選定 有 電力会社

中国（注1） 7.8 2050年以降 「優先候補地」が
選定済み 有（注2） 国

ロシア 7 未定 未選定 有 国
韓国 5.9 未定 未選定 有 国
カナダ 3.5 2035 未選定 有 国（注3）

ドイツ 2.7 2025年以降 候補地に対する
反対が強い 無 国

イギリス 2.3 未定 未選定 有 国
スウェーデン 2.3 2028 選定済み 有 電力会社
スペイン 1.8 未定 未選定 有 国

インド 1.6 未定 未選定 国家による資
金供給（注4）

国

ベルギー 1.5 2035年以降 未選定 無 国
スイス 0.9 未定 未選定 有 国
フィンランド 0.7 2023 選定済み 有 電力会社
注1：公表済みデータを基に、フイ・チャンから著者へ2016年12月1日に提供された情報を追加したもの。
注2： 使用済み燃料の貯蔵および再処理費用を賄うために政府が保有している資金。認可された資金使途の中に

永久貯蔵は現在含まれていない。     
注3： 核廃棄物を扱う事業共同体だが、各事業体は国営企業である。
注4： 大半の使用済み燃料は資源とみなされ、国家が建設した再処理施設へ輸送された上、無料で発電所に提供

される。軽水炉からの廃棄物は暗に国家の責任となるようだ。
出典： WNA（2016b; 2016d）; NEA（2011a: 36, 37; 2011b: 4; 2011c; 2013a; 2013b: 5; 2014a: 1, 15; 2014b: 15-17; 

2015: 13, 14; 2016a）; US DOE（2013: 2）; Russia Times（2016）; Wang（2014）; IAEA（2016: 16）; 
Feiveson et al.（2011）; Zhang and Bai（2015: 59）; Zhou（2013）; Ramana（2013, 2016b）。  
   



第3章　エネルギー助成　　91

スの機関、アンドラは、貯蔵施設の建設費用見積を2005年の180億ユーロから

2014年には350億ユーロに増額させている（World Nuclear News 2016a）。原子力業

界からの不満の声に対し、アンドラは「これらコストを算出するには、今後100

年以上にわたる労務費、租税公課、資材費および燃料費について仮説を立てるこ

とが必要なため、極めて慎重な検討を要する」と答えている（World Nuclear News 

2016a）。

　アメリカの核廃棄物処分施設（現在運用停止中）のライフサイクル費用は評価

期間100年以上で1,080億ドル（2015年度の通貨価値）に固定されている（Cawley 

2015）。プロジェクト自体の複雑さ、および極めて長期の時間的枠組みによって

引き起こされる推計上の困難は深刻なものになると予想される。大半の国々は核

廃棄物処理にまつわる経済的・技術的リスクを単に社会化している。つまり（予

想可能な）少額の費用を負担する代わりに、長期にわたる核廃棄物管理責任―

実現可能な技術的解決策の開発および貯蔵施設の建設・運営を含む―を国家に

移転したのである。中には、こうした責務にかかる費用の全額ないし一部をすで

に国家が負担した例も存在する。また環境汚染に対する汚染者負担原則が定めら

れている場合でも、引当金不足が常態化している。さらに、廃棄物の一部は企業

が所有するままであり、ゆえに破産した際のリスクなどに晒されている。しかし

大半の国々において、積み立てられた引当金は企業の管轄外に移されている。

　核廃棄物を生み出す原子炉の多くは、処分費用の積立不足が現実のものとなる

はるか以前に廃止されるだろう。だが廃炉後の費用調整は不可能と思われる。積

立不足は外部の保有する廃棄物処理資金においても発生する可能性があり、いわ

ゆる「メガプロジェクト」で50パーセント以上の費用超過が発生するのが当然

である（Flyvbjerg 2014: 9）。原子力のメガプロジェクトにおける費用超過は当初

予算の2.5倍に達し、算出対象となった他のどの分野よりも多い（Locatelli 2015: 

11）。現在の費用を推計する際に用いるコスト見通しが正しいと仮定しても、廃

棄物処理施設の損益をゼロと見積もる場合がしばしばあり、原子力に対する重要

な公的助成を生み出す基となっている。アメリカの各種施設（核廃棄物処理施設

よりも単純かつリスクが少ない事業）に対する投資の平均収益を当てはめれば、

各原子炉に課される年間の廃棄物処理費用は倍増することになる（Koplow 2011: 

97）。
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廃炉費用に対する公的助成

　原子力事業における閉鎖費用は、他の技術におけるそれよりもはるかに大きい。

寿命を迎えた原子力発電所や核燃料サイクル施設の廃止は巨額の費用を要する事

業である。何らかの廃炉計画の下、発電所を数十年にわたり稼働停止状態に置く

ことで廃止を遅らせるという考えは、問題が消え去ったかのように見せかける金

融上の巧みな工作を生み出した。つまり、インフレ率や割引率に関する様々な仮

定を駆使することによって、巨額の費用を遠い将来へ先延ばしにし、そこで現在

価値に割り引くのである。その結果、対処可能な現在価値費用が算出され、それ

をキロワット時あたりの費用に修正すれば、発電所の資金計画における廃炉費用

の割合を無視できる水準に見せかけることができるのだ。

　しかし現実の結果がこうも予測可能であるとは考えにくい。廃炉プロセスの複

雑さ、期間、そして流動性は、納税者による巨額の費用負担が発生し得ることを

示唆している。現在までに廃止された原子炉の数はわずかで、よって費用負担の

経験も少ない。だが各種の規制や物理的状況の変化が費用の大きな変動を招くた

め、今までの経験が将来の費用を予測できるものとはならないかもしれない。

　廃炉費用の引当に対する公的助成をすでに行なっている国も存在する。一例を

挙げると、アメリカにおける廃炉費用引当金に対する税金面の優遇措置は、政府

の推計によるとすでに年間10億ドルに上っている（Koplow 2011: 95）。さらに、

原子炉の稼働期間中に廃炉費用の引当が十分になされるよう、各国はしばしば力

を注いでいるが、核廃棄物の処分および管理については現実面での困難が浮き彫

りになっている。つまり実際の費用に対して引当率があまりに低い事態、発電所

が閉鎖されてこれ以上の資金負担が不可能になるまで引当不足が顕在化しない事

態、市場環境などの要因により当初の想定よりも早期に閉鎖されることで廃炉費

用の不足が直ちに生じる事態、そして収益見込みや資金増加期間の想定が現実と

食い違い、それに伴って資金目標の未達が発生する事態が生じ得るのである。

　中には、引当率がそもそも費用負担の健全な予想に基づいていない場合もある。

たとえばインドの会計検査院長官は、廃炉費用の引当金に関する調整が最後に行

なわれたのは20年前であること、および原子力規制委員会は「どの文書におい



第3章　エネルギー助成　　93

ても廃炉費用の算出規定を定めていない」ことを明らかにしている（Comptroller 

and Auditor General of India 2012: 66）。

　いかなる規模であれ、積み立てられた資金は外部の基金が所有すること、およ

び本来の目的にのみ用いることを法令で定めることにより、少なくとも流用や事

業者の破産からこれを守ることができる。アメリカの原子力発電所ではこれが義

務化されているが、ヨーロッパの現状を見ると、こうした基本的な保護策が確立

されている国は全体の半数に過ぎない。さらにウラン鉱山や濃縮施設、あるいは

再処理工場といった欧州におけるその他の核燃料サイクル施設では、外部資金に

対する規制がなされていない状況である（Wuppertal Institute for Climate, 

Environment and Energy and its Partners and Subcontractors 2007: 37）。

　これらの差異は重要である。1990年から96年にかけて化石燃料賦課金として

イギリスの公共料金支払い者から集められた60億ポンドは老朽化し安全性が低

下した発電所の閉鎖を目的とする、と議会で説明された。しかし資金の規制と分

離に不備があり、賦課金のおよそ半分が原子力発電の運転資金に用いられるとい

う結果になった。残りの大半は、イギリス核燃料会社が保有する原子力施設の閉

鎖費用を国へ移行させたことに伴い、最終的にイギリス財務省によって充当され

ている（�omas 2007: 21-8）。2007年の時点で、「25年以上にわたる出資」にもか

かわらず、「750億ポンド以上の将来的な費用負担に対し、所在の明らかな資金

はおよそ8億ポンドしか存在しない」のである（�omas 2007: 1）。

損害可能性に比べて低水準の事故賠償金設定

　原子炉事故によって発生した事業所外の損害に対する賠償は法令で定められ、

最低保証水準の標準化を目的とする一連の国際会議によって補強されている。し

かし既存のあらゆる枠組みにおいて、賠償金の水準は軽度の事故であっても予想

される損害額をはるかに下回っている。世界最大の事故発生源であるアメリカに

おいても、総補償額は140億ドルに満たないが、日本の納税者が福島原発事故に

関して負担した金額はすでに1180億ドルに達しており（Harding 2016）、今後も

巨額の費用が発生する。

　賠償金の支払い規則は数種類の保険から構成されていることが多い。その第1
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形態は通常の保険に最も近いもので、各原発事業者が事故リスクの初期段階をカ

バーする保険をそれぞれ購入するというものである。NEAが作成した要約文書

（2016b）には「事業者負担分」と記載されているが、他の原子炉の負担分や政府

による支援分も混入している。事業者によって直接支払われた負担分は、そのリ

スク水準を示す最も直接的な価格シグナルとなっており、ゆえに特定の負担分に

関するより明確なデータを見るのが有益である。直接購入された保険は用地選定

に大きな影響を与えると共に、施設および事業者リスクの軽減により多くの資金

を投じるインセンティブともなり得る。

　第2は全原発事業者のプール資金ないし国家による追加支援分を含むものであ

り、アメリカの保険プールの大半を占めるのがこの方法である。つまり、事故に

よる賠償額が事業者の主たる保険金の上限（4億5,000万ドル）を突破した場合に

備えて国内の全原子炉に賦課されている遡及保険料が、利用可能な資金の95パ

ーセント以上を占めているのである。しかしこの方法にはいくつかの構造的課題

がある。事故後6年以上にわたり1年毎の分割で支払われるため、保険金の現在

価値はその額面よりもずっと低い。加えて、プールされた資金は原子炉の閉鎖に

伴って減少し、また残る原子炉が財政的な困難に見舞われた場合（大事故の後は

そうなる可能性が高い）、その支払いは契約者のリスクに左右される。また原子力

発電が少数の事業者に集中していることも、複数の遡及保険料の支払いが同時に

期限を迎えることから、契約者のリスクを増大させている。たとえばエクセロン

社は単体で、アメリカが擁する原発のほぼ4分の1にあたる23基の原子炉を所有

している（Exelon Generation 2016）。

　協定による合意の下、他の国々ではその他の保険を用いることができる。しか

しその総額は比較的小規模（1億ドル未満）であり、信用に足る全ての保険金を

合計しても、その金額は驚くほど低い。NEA（2016b）によると、ロシアで公式

に定められている事故賠償の保険金額は5億ドルに過ぎない。追加の保険も存在

しているものと思われるが、他の多くの国々と同様に、政府ないし立法府の恣意

的判断に任されている。またフランスのような原子力大国においても、現行の事

故保険金は10億ドル未満であるとNEAは示唆している。
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ウラン濃縮

　ウラン濃縮技術は軍事目的にも利用できるという懸念から、長らく燃料サイク

ルにおける不安要素だった。現在では大幅に規模を縮小しているものの、アメリ

カ政府による民間濃縮技術への介入はかねてより大規模であり、巨額の公的助成

がなされてきた（Koplow 1993）。世界的に見ても国有企業がこの部門を支配して

おり、濃縮能力全体のほぼ90パーセントを占めている（表3-6参照）。多くの場

合、こうした構造はこの分野に対する過剰投資（過剰能力および低価格という結

果を事業者にもたらす）、税の減免、そして市場水準を下回る利率ないし保険料率

の適用といったことに結びつく。

表3-6　世界的にウラン濃縮は国家に支配されている

企業名
2015年における
濃縮容量

全世界の濃縮容
量に占める割合 所有者

全世界の濃縮容
量に占める国家
保有の割合（単位：1,000分離作業量〔SWU〕）

アレヴァ 7,000 11.9

フ ラ ン ス 政 府
（85%）、クウェー
ト政府（5%）、そ
の他（10%）

10.8

ウレンコ 19,100 32.6

イギリス政府（3
分の1）、オランダ
政 府（3分 の1）、
ドイツの各電力会
社（3分の1）

21.7

日本原燃 75 0.1
日本の電力会社が
大半を保有 0.0

テネックス 26,578 45.4 ロシア政府（ロス
アトム社の1部門）

45.4

中国核工業集団 5,760 9.8 中国政府 9.8

その他 87 0.1 0.0

合計 58,600 100（注1） 87.7
注1：端数処理により合計が100パーセントにならない場合もある。    
出典：Areva（2016）; JNFL（2016）; Tenex（2017）; Urenco（2017）; WNA（2016c）; Zhang（2015）。 
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まとめ

　公的助成はいまだ大規模であり、世界のエネルギー市場に広く浸透している。

改革による政治的・経済的利益がより認識されるようになっているにもかかわら

ず、政治的な障壁は高いままであり、実効性ある改革の速度も遅い。化石燃料に

対する公的助成を大幅に削減すれば、価格シグナルを気候変動や環境問題に関す

る諸目標と正しく一致させることができ、より環境に優しい燃料への移行を世界

中で促進することになるだろう。

　原子力エネルギーに対する公的助成の世界的な推計は存在しない。投資家や政

府、および市民が、原子力発電がもたらす低炭素化の利益とそれにかかる実質的

な財政負担を正しく比較し、原子力とその他の炭素削減方法とを公正に評価しよ

うとするなら、こうした広範囲に渡るデータの欠落を埋めることは一層重要なも

のとなる。核燃料サイクルに対する主な公的助成には低コスト融資、市場リスク

の顧客への転嫁、そして濃縮、廃炉、事故賠償、および核廃棄物管理など燃料サ

イクルにおける複雑な部分の社会化が挙げられる。その他の代替エネルギー源が

同種のエネルギー事業を低リスクかつ低コストでより速く提供できる現在も、こ

うした隠れた公的助成によって原子力施設、インフラ、および関連技術が世界中

で拡大しているのである。
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